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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第38期
第１四半期
連結累計期間

第39期
第１四半期
連結累計期間

第38期

会計期間
自　平成23年２月21日
至　平成23年５月20日

自　平成24年２月21日
至　平成24年５月20日

自　平成23年２月21日
至　平成24年２月20日

売上高 （千円）     5,019,541     5,083,514 25,759,250

経常損失（△） （千円）     △868,201     △636,455 △307,508

四半期（当期）純損失（△） （千円）     △1,271,457     △676,100 △824,523

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △1,303,917 △682,816 △832,728

純資産額 （千円）     8,068,375     7,854,035 8,537,481

総資産額 （千円）     15,043,998    14,347,542 14,600,264

１株当たり四半期（当期）純

損失（△）
（円） △31.97 △17.01 △20.74

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 53.6 54.7 58.5

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、ま

た、潜在株式がないため記載しておりません。

３　第38期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　当第１四半期連結累計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

継続企業の前提に関する重要な疑義が生じていることについて

　当社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在してお

ります。当社グループは、平成19年２月期、平成20年２月期の２連結会計年度において継続して営業損失および経常損

失を計上しました。また共用資産の減損等により継続して多額の当期純損失を計上しており、継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在する状況となりました。

　なお、当該重要事象を改善するための対応策は、「３．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析(8)

事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容および当該重要事象等を解消し、または改善するた

めの対応策」に記載しております。　　　　

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、震災復興需要や新興国、資源国を中心とした海外経済の改善に

より、少しずつ持ち直しの傾向が出ております。個人消費におきましても、生産活動の回復から雇用環境が改善して

おり、大手小売業の業績は比較的堅調な推移を示しております。

　当社グループにおきましても、当第１四半期連結累計期間の売上高は、前年実績を上廻り、既設店前年比は106％に

増加しております。とりわけ震災と計画停電の影響を受けた東日本エリアの店舗では、売上高の回復が二桁に達し

ております。

　きもの事業におきましては、当第１四半期連結累計期間の売上高既設店前年比108％と改善しておりますが、とり

わけ2011年３月の震災により自粛した４月度の展示販売会を開催したことが、全体の売上高を牽引しました。㈱さ

が美におきましては、新たに優良顧客向けの展示販売会を新規に開催し、４月度の展示販売会の会場契約高が前年

の1.8倍になっております。従来以上に高額品の動きが活発でありました。また子会社の㈱東京ますいわ屋におきま

しても、４月度の展示販売会の会場契約高が前年の1.4倍になっております。

　ホームファッション事業におきましては、当第１四半期連結累計期間の売上高は、既設店前年比でほぼ前年並みで

ありました。前年は震災によって日用雑貨の売上高が拡大したことと、節電対応による涼感グッズの先取り等の動

きがあり、売上高の増加にはなりませんでした。ただ震災需要とは関連性の薄いアジアンテイストのkarakoブラン

ドや帽子のSHAZBOTブランドは、前連結会計年度に引き続き売上高が伸びております。

　店舗面におきましては、きもの事業において初めてとなる蔵三昧ブランド（リサイクルきもの）の単独出店を行

いました。また通常店舗の出店として１店舗、ディベロッパーの閉鎖により１店舗閉鎖いたしました。ホームファッ

ション事業は契約満了により１店舗閉鎖いたしました。これにより当第１四半期連結会計期間末における店舗数

は、㈱さが美239店舗、㈱東京ますいわ屋47店舗、㈱九州さが美15店舗、グループ合計で301店舗となっております。ま

た業態別店舗数は、きもの事業226店舗、ホームファッション事業75店舗、となっております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高50億83百万円（前年同四半期比1.3％増）となり、利益面に

おいては、営業損失６億35百万円（前年同四半期比２億30百万円の改善）、経常損失６億36百万円（前年同四半期

比２億31百万円の改善）、四半期純損失６億76百万円（前年同四半期比５億95百万円の改善）となりました。前第

１四半期連結累計期間においては、「資産除去債務に関する会計基準」の適用により、資産除去債務のうち過去分

を特別損失として３億72百万円計上しております。　　　　
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(2）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、143億47百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億52百万円減

少しました。これは主として、商品の増加があるものの現金及び預金が減少したことなどによるものであります。

　負債については、64億93百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億30百万円増加しました。これは主として、支払

手形及び買掛金と未払法人税等の減少があるものの、短期借入金や前受金が増加したことなどによるものでありま

す。

　純資産については、78億54百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億83百万円減少しました。これは主として、四

半期純損失を計上したことなどによるものであります。 　

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更および新

たに生じた課題はありません。

　

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

　　

(5）事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容および当該重要事象等を解消し、または改善す

るための対応策

　「第２ 事業の状況 １ 事業等のリスク」に記載のとおり、当社グループには、将来にわたって事業活動を継続す

るとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しております。当社グループがこのような状況

になったのは、近年の継続的なきものマーケットの縮小という構造的な要因に加え、同業他社倒産を端緒とする過

量販売の不信視とそれにともなう信販会社の与信供与厳格化が主な原因であると考えております。

　当社グループはこのような状況を解消するため、親会社であるユニー株式会社の支援の下、きもの事業を核とした

事業の再構築および経営コストの構造改革等の再建計画を策定し、平成21年２月期以降構造改革を進めており、そ

の成果は着実に見られ、再建計画３ヵ年において、毎期営業利益を計上することができました。

　平成24年２月期は、東日本大震災による営業収益の減少と「資産除去債務に関する会計基準」の適用による特別

損失の計上によって、一時的に業績が悪化いたしましたが、当第１四半期連結累計期間の業績は、営業損益、経常損

益および四半期純損益において着実に改善しており、重要な環境変化は生じていないと判断しております。

　現段階では依然として当社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象

または状況が存在しておりますが、当連結会計年度の重点課題である①店頭力の強化、②人財の育成、③成長のため

の取り組み、④コンプライアンスの推進、⑤ローコストへの継続的取り組みの実現に努め、当該状況を解消してまい

ります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 117,907,000

計 117,907,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成24年５月20日）

提出日現在
発行数（株）

（平成24年７月２日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,834,607同左
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 40,834,607同左　 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成24年５月16日（注）

　
－ 40,834,607 － 9,217,235△8,407,261405,057

（注）会社法第448条第１項の規定に基づき、欠損填補のため資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振替えたものであ

ります

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成24年２月20日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

　 平成24年２月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　1,093,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 　39,160,000 39,160 －

単元未満株式 普通株式      581,607 － 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数            40,834,607 － －

総株主の議決権 － 39,160 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社の自己株式689株が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成24年２月20日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社さが美

横浜市港南区下永

谷６－２－11
1,093,000 － 1,093,000 2.7

計 － 1,093,000 － 1,093,000 2.7

（注）１　株主名簿上は当社名義でありますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あります。

なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含まれております。

２　当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、1,098,393株であります。

　

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。　
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年２月21日から平成

24年５月20日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年２月21日から平成24年５月20日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。　
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年２月20日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年５月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,085,228 472,222

受取手形及び売掛金 1,170,386 1,148,648

商品 2,196,335 2,546,871

貯蔵品 9,997 9,516

その他 1,294,754 1,372,688

貸倒引当金 △1,600 △1,600

流動資産合計 5,755,103 5,548,347

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 421,338 452,410

土地 3,265,472 3,267,953

その他（純額） 77,285 83,800

有形固定資産合計 3,764,096 3,804,164

無形固定資産 99,447 92,491

投資その他の資産

差入保証金 3,367,836 3,306,848

その他 1,766,890 1,745,967

貸倒引当金 △153,110 △150,278

投資その他の資産合計 4,981,616 4,902,538

固定資産合計 8,845,161 8,799,195

資産合計 14,600,264 14,347,542
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年２月20日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年５月20日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,382,407 1,261,258

短期借入金 － 300,000

未払法人税等 174,011 43,931

前受金 1,265,221 1,619,324

賞与引当金 21,800 45,940

資産除去債務 17,868 11,818

その他 1,089,942 1,133,430

流動負債合計 3,951,251 4,415,703

固定負債

長期借入金 1,000,000 1,000,000

退職給付引当金 569,082 540,626

資産除去債務 382,803 382,500

その他 159,645 154,676

固定負債合計 2,111,531 2,077,803

負債合計 6,062,782 6,493,507

純資産の部

株主資本

資本金 9,217,235 9,217,235

資本剰余金 8,812,318 405,057

利益剰余金 △8,403,037 △671,877

自己株式 △345,046 △345,677

株主資本合計 9,281,469 8,604,738

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 14,196 7,481

土地再評価差額金 △758,184 △758,184

その他の包括利益累計額合計 △743,988 △750,703

純資産合計 8,537,481 7,854,035

負債純資産合計 14,600,264 14,347,542
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年２月21日
　至　平成23年５月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年２月21日
　至　平成24年５月20日)

売上高 5,019,541 5,083,514

売上原価 2,301,750 2,314,790

売上総利益 2,717,790 2,768,723

営業収入 39,986 47,120

営業総利益 2,757,776 2,815,844

販売費及び一般管理費

給料及び手当 1,485,233 1,371,125

賞与引当金繰入額 28,328 24,140

退職給付費用 87,983 79,046

賃借料 831,161 801,593

その他 1,191,836 1,175,765

販売費及び一般管理費合計 3,624,544 3,451,672

営業損失（△） △866,767 △635,827

営業外収益

受取利息 364 32

受取配当金 87 88

仕入割引 5,299 5,523

その他 3,369 3,380

営業外収益合計 9,120 9,024

営業外費用

支払利息 5,163 3,902

支払補償費 1,740 4,193

その他 3,651 1,555

営業外費用合計 10,555 9,652

経常損失（△） △868,201 △636,455

特別利益

投資有価証券売却益 9,115 －

貸倒引当金戻入額 35,760 －

特別利益合計 44,875 －

特別損失

固定資産除却損 80 1,708

投資有価証券評価損 － 2,489

減損損失 7,102 1,010

災害による損失 27,145 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 372,428 －

特別損失合計 406,756 5,208

税金等調整前四半期純損失（△） △1,230,082 △641,663

法人税、住民税及び事業税 30,564 33,768

法人税等調整額 10,810 668

法人税等合計 41,375 34,436

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,271,457 △676,100

四半期純損失（△） △1,271,457 △676,100
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年２月21日
　至　平成23年５月20日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年２月21日
　至　平成24年５月20日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,271,457 △676,100

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △32,460 △6,715

その他の包括利益合計 △32,460 △6,715

四半期包括利益 △1,303,917 △682,816

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,303,917 △682,816

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自  平成24年２月21日
至  平成24年５月20日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

  当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。　

　

（四半期連結損益計算書関係）

１　業績の季節的変動

　前第１四半期連結累計期間（自　平成23年２月21日　至　平成23年５月20日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成24年２月21日　至　平成24年５月20日）

　当社の第１四半期連結累計期間の業績は、営業損益、経常損益および四半期純損益がすべてマイナスですが、こ

れはきもの事業の特性上、第１四半期においては受注獲得に注力することから一時的に業績が悪化したことに起

因するものであり、第1四半期連結累計期間と他の四半期連結会計期間の業績に季節的変動があります。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年２月21日
至　平成23年５月20日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年２月21日
至　平成24年５月20日）

減価償却費 33,970千円 減価償却費 31,902千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成23年２月21日　至　平成23年５月20日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

　

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成24年２月21日　至　平成24年５月20日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

　該当事項はありません。

　

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　平成24年５月15日開催の第38期定時株主総会において、「第１号議案　資本準備金および利益準備金の額の減

少の件」ならびに「第２号議案　剰余金の処分の件」が可決され、会社法第448条第１項の規定に基づき、資本

準備金8,407,261千円、利益準備金655,751千円を減少させ、それぞれその他資本剰余金および繰越利益剰余金

に振り替えております。また、会社法第452条の規定に基づき、上記振り替え後のその他資本剰余金および別途

積立金の全額を減少させ繰越利益剰余金に振り替えることにより、繰越利益剰余金の損失の補填をおこなって

おります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成23年２月21日　至　平成23年５月20日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成24年２月21日　至　平成24年５月20日）

　当社グループは、全セグメントに占める「小売事業」の割合が高く、開示情報としての重要性が乏しいことか

ら、セグメント情報の記載を省略しております。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年２月21日
至　平成23年５月20日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年２月21日
至　平成24年５月20日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △31円97銭 △17円01銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純損失金額（△）（千円） △1,271,457 △676,100

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千

円）
△1,271,457 △676,100

普通株式の期中平均株式数（千株） 39,765 39,738

（注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書　
　

　

平成24年７月２日
株式会社さが美
取締役会　御中

　

有 限 責 任　あ ず さ 監 査 法 人
　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 山　　川　　　 勝

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 新　　家　　德　　子

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社さが美の平成24年２月21日から平成25年２月20日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
（平成24年２月21日から平成24年５月20日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年２月21日から
平成24年５月20日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益
計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠し
て四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財
務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して
実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国
において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて
限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に
公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社さが美及び連結子会社の平
成24年５月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
　

以　上
　
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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